
平成 30年 5月 山口県医師会報 第 1893 号

396

開会挨拶
河村会長　今回の診療報酬・介護報酬の同時改定
の状況からみると、国は在宅へ大きくシフトして

きている。病床については、400 床規模の病院

がこれからダウンサイジングしていくのか、その

まま継続していくのか、難しい決断を迫られてい

るように思う。また、遠隔診療の問題については、

これから報酬や具体的な内容も示されてくると思

うので、課題を共有しながら取り組んでいきたい。

議題
（1）第六次やまぐち高齢者プランについて
県長寿社会課　このプランは、平成 29年度末ま
での計画である現行の「第五次やまぐち高齢者プ

ラン」を見直し、30 年度から 32 年度までの 3

か年を期間とする計画である。計画の位置づけは、

県の高齢者施策を総合的・計画的に推進するため

の基本方針であり、老人福祉法に基づく「老人福

祉計画」と介護保険法に基づく「介護保険事業支

援計画」を一体のものとして策定する。策定に当

たっては、国の介護保険事業支援計画などの指針

や高齢者を取り巻く現状を踏まえることとしてい

る。

　国の指針では、介護保険事業等に係る実態把握

や課題分析の実施、施策の達成状況の調査、分析、

評価及び公表、いわゆる PDCA サイクルを確立

させること、また、今後も増加が見込まれる介護

給付費の抑制のため、保険者である市町が行う自

立支援、介護予防・重度化防止介護給付等の適正

化への取組みに関する市町への支援と目標を設定

すること、さらに、このたび保健医療計画の計画

期間が 5年から 6年になり、次期計画では高齢

者プランと開始年度が一致することになるため、

在宅医療の整備目標と介護サービスの見込量の整

合を確保することがポイントとして挙げられてい

る。

　高齢者を取り巻く現状としては、高齢化率の上

昇（H28年 32.8％→ H32 年 34.5％）、認知症患

者の増加（H27年 約７万人→H32 年 約８万人）

が見込まれる。また、75 歳以上の高齢者の割合

が高くなることから、要支援・要介護認定者数の

伸び率も高齢者数の伸び率 1.7％を上回り、3.9％

になると見込まれている。

　策定内容について、基本目標は現行プランと同

様に「だれもが生涯にわたり ､住み慣れた家庭や

地域で、安心していきいきと暮らせる社会づくり」

としている。施策推進の基本的方向は、地域包括

ケアシステムの深化・推進と高齢者が活躍する地

域社会の実現を掲げ、これに対応した施策を展開

することとしている。

　施策の着実な進行を図るために数値目標を設定

し、山口県高齢者保健推進会議等において、計画

の進捗状況を調査・分析・評価して進行管理を行っ

た上で、その結果を公表することとしている。数

値目標は検討中であり、24 項目を設定する予定

である。

　策定スケジュールは、既にパブリックコメント

の実施が終了しており、2月末開催の 29 年度 4

回目の山口県高齢者福祉推進会議において、最終

案を審議いただいた後、29 年度末までに策定・

公表することとしている。

県医師会　認知症施策の推進の目標値が示されて
いるが、これに向けて順調に進むと思われるか。

各市町でも、サポート医の名簿づくりをしている

が、「活動しにくい、活動できない」といった状

と　き　平成 30年 2月 8日（木）15：00 ～ 16：15

ところ　山口県医師会 6階 第 1会議室
[ 報告 : 常任理事　弘山　直滋 ]

平成 29年度
第 2回郡市医師会地域包括ケア担当理事会議



平成 30年 5月 山口県医師会報 第 1893 号

397

況もある。人数が目標に達しても、活動が上手く

いかないところもあると思うので、よく確認して

ほしい。

県長寿社会課　確認し、医師会とも相談させてい

ただきながら、施策を進めていきたい。

大島郡　取組みのメインは「地域包括支援セン

ター」になると思うが、周防大島町では町が設置

をしている。このセンターの評価は、第三者組織

が評価するようになっているが、運営協議会が評

価することになるのか、全く別の組織になるのか。

　運営協議会は市町が設置しているので、自分

を評価するのでは、どうしても甘くなる。その評

価システムとして、国の指針のようなものは存在し

ているのか。もう一歩踏み込んだ評価をしていた

だきたいと思っている。

長寿社会課　今のところ、運営協議会が評価する

ことになっている。法改正がされ、詳しい実施要

領等が出れば対応していきたい。

（2）今後の在宅医療提供体制充実に向けた支援
及び実施方法について
県医療政策課　平成 27年度からの在宅医療の取
組みの方向性について説明する。県における在宅

医療の取組みは、26 年度から在宅医療提供体制

構築事業を実施しており、二次医療圏を単位に各

圏域の中核となる病院に委託し、訪問診療を行う

医療機関が参加する協議会の開催や在宅医療の研

修会、地域住民への普及啓発等の取組みを実施し

ている。また、29 年度は当事業の最終年度とな

ることから、取組みを医療圏域全域へ広げ、次の

事業につなげていくため、郡市医師会に協議会の

構成員として参加していただき、地域の医療機関

の代表として、在宅医療に取り組む医療機関の拡
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大等の促進に協力いただいているところである。

　在宅医療は、今後更なる需要の拡大が見込まれ

ることから、引き続き在宅医療機関の拡大に取り

組む必要があること、また、委託事業の実施機関

や地域で在宅医療に取り組む医療機関からいただ

いた「在宅医療機関相互の連携」や、「後方支援

体制の充実」などの新たに必要な支援に対する意

見も踏まえ、30 年度にこれまでの取組みを充実

させるかたちで、引き続き在宅医療提供体制の構

築に向けた取組みを進めていきたいと考えてい

る。

　実施方法は、これまでの地域の中核となる病院

を中心とした体制構築の取組み成果を地域全体に

拡大していく必要があることから、二次医療圏を

単位とした各圏域の郡市医師会を主体に協議会方

式で事業を実施し、より多くの医療機関の参加や

各参加医療機関のノウハウを活かせるかたちで取

り組んでいきたいと考えている。

　事業内容は、まず、地域ごとの在宅医療提供体

制の構築について、地域包括ケアシステムにおけ

る日常生活圏域を単位に在宅医療提供の仕組みづ

くりを行うもので、地域ごとに万遍なく配置され

た在宅医療機関と後方支援病院が連携して在宅医

療を提供するとともに、在宅医療機関の不足地域

を周辺地域で補完する地域ごとの在宅医療提供体

制の構築を図ることとし、①地域ごとの在宅医療

機関の必要数の確保、②地域ごとの後方支援病院

と在宅医療機関の連携体制の構築、③在宅医紹介

制度の構築の 3つを柱として取組みを行う。

　当事業は、地域包括ケアシステムにおける住み

慣れた地域で、必要な医療を受けるための医療機

関による在宅医療の提供体制の構築を目的として

いる。取組自体は、二次医療圏を単位に協議会方

式で実施するが、訪問診療等の在宅医療の提供に

ついては、日常生活圏域を単位に地域ごとに体制

の構築を目指す。

　在宅医療機関の拡大・負担軽減、地域住民の普

及啓発として、医療機関のニーズも踏まえて、取

組内容を充実し、引き続き訪問診療を行う医療機

関の拡大や負担軽減につながる医療機関相互の連

携、適切な需要創出に向けた地域住民への普及啓

発に取り組む。これらの取組みは、これまで中核

病院を中心とした当事業や、各郡市医師会内のグ

ループなど任意の形で行われてきた連携等の取組

みを制度化し、より多くの医療機関の参加や制度

の活用を促すもので、地域医療機関が安心して在

宅医療に取り組める環境を整備していこうとする

ものである。その事業の実施方法については、地

域でのこれまでの取組み状況や在宅医療のニー

ズ、体制構築の状況等が、それぞれの地域で異な

ることから、より多くの医療機関が参加可能な協

議会の形を取ることにより、地域にとって効果的

な方法で取り組んでいただくこととしている。

　総合確保基金事業となるため、事業開始が国の

内示後となり、例年であれば、8月以降が見込ま

れる。30 年度に事業内容の詳細を含め、郡市医

師会に改めて説明をさせていただくので、当事業

へのご協力をよろしくお願いする。

大島郡　周防大島町でも、既に協議会を設置して、

在宅医療を進める会議を何度も開催している。そ

の都度問題に挙がることは、制度・システム自体

は後方支援病院もあり、開業医もいるので既にで

きているが、住民が対応できていないことである。

国や県の事業には、実際に介護する側の家族への

支援がほとんどない。在宅医療においては、最終

的に看るのは家族になるので、家族への支援に力

を入れてほしい。

県医療政策課　意見として承る。医療計画におい

ても、いわゆる 5疾病及び在宅医療として、そ

の中に在宅医療の推進という観点を踏まえて、こ

の事業を実施したいと考えている。

県医師会　事業内容で、「地域ごとの在宅医療機

関の必要数の確保」とあるが、この必要数とは具

体的に根拠があるのか。

県医療政策課　日常生活圏域単位でみたときに、

そこに在宅医療を提供する医療機関があるかどう

かを基準に考えている。こうした現状把握も含め

て、この事業で行っていただき、在宅医療機関が

ない地域では、そこにある診療所に在宅医療への

取組みを促していくといった取組みを考えている。
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県医師会　この事業内容については、これまでも

各郡市医師会は市町との地域包括ケア（医療・介

護の連携推進）により、十分に取り組んできてい

ると思う。既に、市町との事業の中で終わってい

るのではないかと思われる。県から支援していた

だくとすれば、むしろ、へき地や山間部などの医

療機関が不足する地域がどこで、そうした地域に

送迎バスを走らせるといったことを検討していた

だいたほうが良いのではないか。

　また、8月以降の事業実施ということで予算計

上されると、郡市医師会の負担がまた一つ増える。

予算計上されるのであれば、郡市医師会、市行政

にもよく説明していただかないと、類似した事業

が多いので、市の職員も混乱する。

県医療政策課　これは、あくまでもスキーム案で

ある。確かに現存で実施されている部分もあると

思うが、それぞれの取組みによってどこを強く進

めていくかということがあると思う。そこは、関

係者が集まって検討していただきたい。市町に対

しても、予算が正式に固まれば、事前に説明して

いきたい。

（3）県医師会在宅医療推進事業及び地域包括ケ
ア推進事業について
県医師会　郡市医師会の取組みに対する県医師会
の助成事業について説明・報告する。「在宅医療

推進事業」は平成 28 ～ 29 年度にかけて 1郡市

医師会当たり 20 万円を上限として、「地域包括

ケア推進事業」は 29 ～ 30 年度に 1郡市医師会

当たり 80万円を上限として助成しており、自由

な発想で使っていただくことにしている。

　29 年度に実施された各郡市医師会から簡単に

取組み内容を報告いただく。（主な内容は下記の

とおり）

在宅医療推進事業
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（4）その他
宇部市医師会　宇部市では、地域包括支援セン
ターが民間で約 10か所あるが、どこも高齢者へ

の対応で逼迫しており、同センターへこれ以上の

機能を加えていくのは困難と思われる。

　また、8050 問題のように、高齢者と障害者の

両施策のどちらを優先していいのか苦慮してい

る。80 歳の認知症患者（親）と 50 歳の統合失

調症（子）の世帯があったときに、どちらで対応

したらよいのか、県あるいは国で、ある程度リー

ダーシップを取っていただきたい。

県長寿社会課　この場で回答できることではない

ので、ご意見を承る。障害者支援課とも十分注意

しながら連携して進めていきたい。

宇部市医師会　在宅医療を進めていくのはわかる

が、問題は山口県に若い医師が少ないことであり、

若い医師を山口県に定着させる施策が必要だと思

う。

県医療政策課　県の保健医療計画においても、地

域の保健医療を担う人材の確保の部分について、

県としても医師の高齢化対応が大きな問題である

と考えている。若手医師の確保に努めていく施策

をこの 6年間で実施していく予定である。

県医師会　以上で平成 29年度 2回目の郡市地域

包括ケア担当理事会議を終了する。

地域包括ケア推進事業


